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わが国においては、人口減少や少子化・高齢化の進展などによる社会構造の変化や複雑

化・多様化する住民ニーズへの対応が求められる中、高度経済成長期に整備された公共施

設やインフラ資産は、老朽化に伴う改修や更新という大きな変革時期を迎えようとしてい

ます。

また、財政面では高齢化による扶助費などの義務的経費が増大する一方で、生産年齢人

口の減少に伴う税収不足が懸念されています。

本市においては、このような将来の厳しい情勢の変化に対応するために、既存の公共施

設の全てを維持していくことは、効率的な行政運営を行っていく上で大きな課題になるも

のとして、平成２５年３月に「大野市公共施設再編方針」を、同年１０月に「大野市公共

施設再編計画」を策定し、公共施設の適正配置に向けた取組みを先進的に進めてきました。

今後は、公共施設の適正配置のみならず、長期的な視点に立ち、公共施設の安全確保や

適切な維持管理など、公共施設の管理に関する総合的かつ基本的な方針やインフラ資産の

長寿命化などに向けた基本的な方針を定めることが必要になっています。

大野市公共施設等総合管理計画は、上記のような背景を踏まえ、公共施設とインフラ資

産の適正配置を踏まえた維持管理の適正化、中長期的な財政負担の軽減と平準化を図ると

ともに、市民にとって真に必要な公共施設等を将来世代につないでいくことを目的に策定

するものです。

今回、本計画策定から５年が経過し、国の指針の改訂や「個別施設計画編」、「公共施

設再編計画編」の改訂が進んだことから、計画の一部改訂を行います。

はじめに
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（１）策定目的

公共施設とインフラ資産（以下「公共施設等」という 。） の適切な維持管理や修繕の実

施及び財政負担の軽減と平準化を図るため、本市の公共施設等の管理に関する総合的で基

本的な方針を示す「大野市公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という 。） を

策定します。

総合管理計画では、公共施設等の状況や人口（将来人口）、財政状況、将来的な負担な

どの現状を踏まえ、本市の公共施設等の基本方針を定めるとともに、施設類型ごとの取組

方針などを定めます。

（２）対象範囲

総合管理計画の対象は、本市が所有する全ての公共施設等とします。

さらに、土地についても本市が所有する土地に限らず、土地開発公社が所有する土地を

含め、また、普通財産と基金財産とを問わず現状の把握や基本的な方針などを検討します。

図１ 大野市公共施設等総合管理計画の対象範囲

１ 大野市公共施設等総合管理計画

公共施設

公共施設等

大野市所有 インフラ資産

道路、橋りょう、上下水道管

普通財産

土　地

基金財産

土地開発公社所有 保有地

レクリエーション施設、産業振興施設、観光振興施設、
基盤施設、文教施設、スポーツ施設、福祉施設、
公用施設、その他の施設、普通財産

総合管理計画の対象範囲
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（３）計画期間

総合管理計画の計画期間は、２０１７年度（平成２９年度）から２０２６年度（令和８

年度）までの１０年間としていましたが、令和４年３月に改訂した公共施設再編計画編に

合わせ、２０３１年度（令和１３年度）までの１５年間とします。

また、計画内容については、社会情勢の変化などにより見直すものとします。

２０１７年度（平成２９年度）～２０３１年度（令和１３年度） １５年間

（４）計画の体系

総合管理計画では、公共施設等の現状及び将来の見通しを踏まえ、公共施設等の計画的

な管理に関する総合的な基本方針を定めます。

また、その基本方針に基づき、公共施設等の管理に関する基本的な考え方と実施方針に

ついて定めます。

さらには、施設類型ごとにその特性を考慮し、取組方針を定めます。

図２ 大野市公共施設等総合管理計画の体系

総合管理計画

道路 公園 上水道河川 ・・・ 個別施設計画
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（５）計画の位置付け

総合管理計画は、市の最上位計画である「第六次大野市総合計画」と整合を図ったもの

とし、市民にとって真に必要な公共施設等を将来に向かって維持していくための計画、い

わば本市の公共施設等に関する総合計画として位置付けます。

また、今後の公共建築物や社会基盤施設に関する計画を策定する際には、総合管理計画

の内容を踏まえたものとします。

なお、総合管理計画は国が定めた「インフラ長寿命化基本計画」において地方公共団体

が策定するとされている「インフラ長寿命化計画（行動計画 ）」 として位置付けます。

図３ 大野市公共施設等総合管理計画の位置付け

「公共施設再編計画編」は、公共施設の適正配置に特化した行動計画として、「個別施

設計画編」は、施設の長寿命化や耐震化、コスト削減などを図るための施設類型ごとの個

別施設計画として、総合管理計画の中で位置付けます。

・インフラ長寿命化基本計画【国】 平成25年11月

・大野市公共施設等総合管理計画【大野市】 平成29年 3 月策定

・個別施設計画編
平成30年 3 月策定

令和 3 年 3 月改訂

・個別施設計画（学校・
インフラ資産等）

関係する省庁の指導

に基づき策定

・大野市公共施設再編計画編

平成25年 10月策定

平成30年 3 月改訂

令和 4 年 3 月改訂
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（１）公共施設等の現状

①公共施設

本市には、令和４年３月現在３０３の施設があり、建物の延床面積は２２８，３７３㎡

となっています。

施設区分別の公共施設の設置数は表１に示すとおりであり、施設数を比較すると市民生

活に関わりの深い基盤施設が最も多く８０施設、次いで公園やキャンプ場などのレクリエ

ーション施設が６６施設となっています。

また、施設の延床面積を比較すると小中学校などの文教施設が圧倒的に多くなっていま

す。なお、市全体に占める各施設区分別の施設数及び床面積の割合は、それぞれ図４（施

設数の割合）、図５（床面積の割合）に示すとおりです。

表１ 公共施設（施設類型別）

（令和４年３月現在）

※公共施設再編計画編より抽出

図４施設類型別施設数の割合 図５施設類型別床面積の割合

２ 公共施設等の現状、将来の見通し及び課題

施設区分 主な施設 施設数 延床面積

レクリエー
ション施設

あっ宝んど、麻那姫湖青少旅行村（中島公園）、公園など 66 15,149㎡

産業振興施設
特用林産物生産・加工施設、大野市職業訓練センター、まちな
か交流センターなど

9 13,427㎡

観光振興施設
越前おおの結ステーション、道の駅荒島の鄕、道の駅九
頭竜ほか

17 25,579㎡

基盤施設 下水処理センター、市営住宅、市立集会所など 80 34,234㎡

文教施設 小学校、中学校、公民館、文化会館など 41 92,004㎡

スポーツ施設
エキサイト広場総合体育施設、真名川憩いの島、Ｂ＆Ｇ
海洋センターなど

15 14,035㎡

福祉施設 多田記念大野有終会館、休日急患診療所、保育園など 16 14,937㎡

公用施設 市庁舎、消防庁舎など 50 16,294㎡

その他施設 移動通信用鉄塔施設など 2 40㎡

普通財産 有終会館別館など 7 2,674㎡

合計 303 228,373㎡
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公共施設の経過年数ごとの施設数及び建築年別整備状況は表２及び図６のとおりです。

表２ 経過年数別施設数と延床面積（５年ごとの合計）

（令和 ４ 年 ３ 月現在 ）

図６ 建築年別整備状況（令和４年３月現在）

４ ０

４ ５

４ ２

第 １ 次 ピ ー ク

（ ６ ０ ％ ）

第 ２ 次 ピ ー ク

（ １ ８ ％ ）

経過年数 施設数 延床面積
50年～ 24 21,471.70㎡　

45年～49年 8 15,736.04㎡　
40年～44年 37 27,114.17㎡　
35年～39年 41 34,623.63㎡　
30年～34年 44 39,746.81㎡　
25年～29年 44 10,118.10㎡　
20年～24年 35 21,304.48㎡　
15年～19年 22 20,613.53㎡　
10年～14年 23 2,989.53㎡　
5年～9年 17 27,863.04㎡　
0年～4年 5 6,777.84㎡　
不明 3 13.64㎡　
合計 303 228,372.51㎡　

第 ３ 次 ピ ー ク

（ １ ５ ％ ）
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②インフラ資産

インフラ資産の現状は表３のとおりです。

表３ インフラ資産の現状

③有形固定資産減価償却率の推移

有形固定資産減価償却率は、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているの

かを把握することができる指標であり、割合が大きいほど、老朽化が進んでいるといえま

す。
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

６５．４％ ６６．８％ ６７．８％ ６８．４％

【 出 典 】

・ 大 野 市 財 政 状 況 資 料 集

【 出 典 】

・ 市 道 … 道 路 施 設 現 況 調 査 （ 国 土 交 通 省 ） 2021 年 （ 令 和 3 年 ） 4 月 1 日 現 在

・ 農 道 … 農 道 台 帳 （ 大 野 市 ） 2021 年 （ 令 和 3 年 ） 10 月 29 日 現 在

・ 林 道 … 林 道 台 帳 （ 大 野 市 ） 2022 年 （ 令 和 4 年 ） 3 月 31 日 現 在

・ 水 道 、 簡 易 水 道 、 公 共 下 水 道 、 農 業 集 落 配 水 … 地 方 公 営 企 業 決 算 状 況 調 査

2021 年 度 （ 令 和 3 年 度 ） 末 現 在

・ 公 園 … 都 市 公 園 台 帳 2020 年 度 （ 令 和 2 年 度 ） 末 現 在

道　路 総延長 516,408m
箇所数 441箇所
延長 5,160m
箇所数 1箇所
延長 69m

道　路 総延長 384,515m
箇所数 4箇所
延長 69m
箇所数 -
延長 -

道　路 総延長 239,474m
箇所数 142箇所
延長 1,994m
箇所数 1箇所
延長 255m
浄水場・配水池 2箇所
管路延長 84,070m
浄水場・配水池 30箇所
管路延長 97,350m
終末処理場数 1箇所
管路延長 162,817m
処理場数 15箇所
管路延長 104,960m
箇所数 29箇所
面積 8ha
箇所数 1箇所
面積 2ha
箇所数 1箇所
面積 11.4ha
箇所数 2箇所
面積 0.35ha

インフラ資産区分 数　量

市
道

橋　梁

トンネル

農
道

橋　梁

トンネル

林
道

橋　梁

トンネル

水　道

簡易水道

公共下水道

農業集落排水

街区公園

近隣公園

風致公園

都市緑地

公
園
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④県内の現状

地方公共団体が毎年実施する「公共施設状況調査調」の２０２１年（令和３年）３月末

時点の数値から、県内９市の公共施設（建物）の市民１人当たりの延床面積は表４のとお

りです。

市民１人当たりの延床面積では、９市の平均が４ . ４７㎡／人であるのに対し、本市は

７ . ３２㎡／人であり、県内で最も多くなっています。

なお、これらの数値はこれまでの行政運営に起因するものであり、また、人口密度や地

形による影響も考えられることから単純に比較検証できるものではありませんが、市域面

積の大きい本市においては、公共施設（建物）の効率的な配置が難しいという要因もある

と推測されます。

表４ 県内９市の市民１人当たりの建物の延床面積

【 補 足 】

・ 施 設 の 延 床 面 積 に つ い て は 公 共 施 設 状 況 調 査 （ 2020 年 度 ） に よ る

・ 人 口 密 度 は 国 勢 調 査 （ 2020 年 （ 令 和 2 年 ） 10 月 1 日 現 在 ） の 人 口 よ り 算 出

・ 市 域 面 積 は 2022 年 （ 令 和 4 年 ） 4 月 1 日 の 国 土 地 理 院 「 全 国 都 道 府 県 市 区 町

村 別 面 積 調 」 に よ る

人口密度 一人当たり延床面積
単位：人／㎢ 単位：㎡

福井市 489.03 3.55 
敦賀市 255.55 6.00 
小浜市 124.37 6.03 
大野市 35.86 7.32 
勝山市 87.25 6.66 
鯖江市 807.45 4.01 
あわら市 235.29 4.94 
越前市 349.42 4.18 
坂井市 422.00 4.50 
９市平均 241.62 4.47 

自治体名
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（２）将来の見通し及び課題

①人口（将来人口）の状況

全国的に２００８年（平成２０年）頃から人口減少時代が到来してきており、今後も加

速度的な人口減少が懸念されます。本市における人口減少も同様で、国勢調査による総人

口は、２０２０年（令和２年）時点で３１，２８６人ですが、国立社会保障・人口問題研

究所（以下「社人研」という 。） が行った人口推計によると、２０４５年（令和２７年）

には約２０，０００人にまで減少するものと推計されています。

大野市の人口の将来展望などを示す「大野市人口ビジョン」では、合計特殊出生率を段

階的に回復し、令和２２年（２０４０年）に２．０７まで向上させるとともに、転出超過

を段階的に抑制し、令和２２年（２０４０年）に現在の社人研推計に対し１００人抑制さ

せることを目標としています。

その結果、令和７年（２０２５年）の定住人口を２９，０００人、令和１２年（２０３

０年）の定住人口を２７，３００人、令和２７年（２０４５年）の定住人口を２３，２０

０人とすることを目標に定めています。

図７ 人口の将来展望

【 出 典 】

・ 大 野 市 人 口 ビ ジ ョ ン
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②財政状況

歳入では、市税収入が２０１６年度（平成２８年度）以降、若干の増加傾向にあります。

２０１６年度（平成２８年度）と２０２０年度（令和２年度）の市税収入を比較すると、

約６，５００万円の増収となっています。

今後は、生産年齢人口の減少などに伴う市税収入の落ち込みにより、歳入全体は減少し

ていくものと予想されますので、さらなる財源確保に努めることが求められます。

歳出では、２０１６年度（平成２８年度）以降、扶助費・公債費を含む義務的経費はほ

ぼ横ばいとなっており、年間約８０億円で推移しています。

今後は、限られた財源を効率的に使いながら、公共施設等の維持管理や更新を進めるこ

とが求められます。

歳入・歳出の今後の見通しは、それぞれ図８、図９のようになるものと予想されます。

図８ 歳入の推移と今後の見通し

図９ 歳出の推移と今後の見通し

【 出 典 】 財 政 状 況 の 公 表

【 出 典 】 財 政 状 況 の 公 表

百 万 円

百 万 円
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③公共施設等の更新経費の見込み

これまでの社会資本整備は、全国的に高度経済成長期の１９６０年代から８０年代に集

中的に行われてきており、それらの施設の老朽化が進み、今後大規模な改修や建て替え・

更新の時期を迎える施設が増加し、これらの経費の増加が財政的にも大きな負担になるこ

とが見込まれています。

本市が保有する公共施設等について、２０２２年度から２０３１年度末までの１０年間

に必要な更新等に係る経費を、総務省の公共施設等更新費用試算ソフトの単価（平成２２

年度設定単価）を参考に試算すると、年間約４７８億円の費用が必要になると見込まれま

す。市税を含む歳入の減少が見込まれる中で、今後大規模な改修や建て替えを必要とする

施設が多く、道路や橋梁など生活の基盤となる施設の更新も含めると、必要な経費が莫大

になるため、すべての公共施設等を更新することは困難な状況です。

公共施設等の更新等に係る経費の推計（累計金額） （単位：百万円）

【推計の条件】

①更新等の時期

公共施設については木造は２５年で大規模改修、５０年で更新、それ以外の施設は

４０年で大規模改修、８０年で更新とした。

インフラ資産については、総務省の公共施設等更新費用試算ソフトの設定数値を用

いた。（道路１５年、橋梁６０年、上水道管４０年、下水道管５０年で更新）

②更新等の費用

公共施設とインフラ資産共に総務省の公共施設等更新費用試算ソフトの設定単価

（平成２２年度設定）を用いて計算した。（公共施設については、大規模改修１７

０千円／㎡～２５０千円／㎡、更新２８０千円／㎡～４００千円／㎡、道路は一般

道路４．７千円／㎡、自転車歩行者道２．７千円／㎡、橋梁４４８千円／㎡、上水

道は送水管１１４千円／ｍ、配水管１００千円～１６１千円、下水道１２４千円／

ｍ）

大規模改修 更新

2022～2031 29,916 9,466 2,448 2,079 3,949 47,858 69 7

対象施設数
年代等 公共施設 道路 橋梁 上水道 下水道 合計
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④課題

本市の現状を踏まえると次のようなことが課題として捉えられます。

ア 人口減少

社人研が行った推計によると、２０４５年（令和２７年）に定住人口が１９，７４３

人になる見通しですが、大野市人口ビジョン（令和２年度改訂版）では、出生率の向上

や若者・子育て世代の転出を抑制することなどにより、２０４５年（令和２７年）の定

住人口を２３，２００人とすることを目標としています。

人口規模や人口構成に適した公共施設等の維持が課題となります。

イ 施設等の老朽化

築後３０年を経過している公共施設が建築面積ベースで約６０％となっており、施設

の老朽化が進んでいます。

住民ニーズや社会的ニーズの将来予測を的確に行い、今後の施設の方向性を見極める

必要があります。

ウ 財源確保

生産年齢人口の減少などに伴う市税収入の落ち込みにより、歳入全体は減少していく

ものと予想されます。

公共施設等の維持管理に係る財源の確保に努める必要があります。



14

限られた財源を効率的・効果的に使い、より良い市民サービスを持続的に提供するため、

市が現在保有する公共施設については、財政状況や人口規模に応じたものとなるよう、公

共施設の総量を縮減し、適正配置及び適切な維持管理と修繕等に取り組みます。また、既

存施設の更新に当たっては複合化や管理運営の効率化を検討し、民間のノウハウや資金を

活用するＰＦＩ事業の取り組みについても参考にします。

人口減少対策や地方創生など、本市が抱える政策課題を解決するため、また、将来への

投資として必要とされる公共施設の新規整備については、その必要性を十分に検証し、適

正化を図ります ｡

インフラ資産については、計画的・効率的な新規整備と保全に取り組みます。なお、新

規整備に当たっては、人口減少など社会経済情勢の変化を十分に見極め、既存の整備計画

の妥当性を十分に検証した上で行います。

土地については、取得の経緯や状況を考慮した上で今後の必要性等を十分に精査すると

ともに、不要と判断された土地については売却に向けて取り組みます。

３ 基本方針
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（１）公共施設に関する原則

①財政や人口規模に応じた施設総量の縮減

施設の適正配置を推進し、財政規模と将来的な人口規模等を十分に考慮して、施設

総量を縮減することを基本とします。

②予防保全による安全性の確保とライフサイクルコストの縮減

予防保全の導入により施設の安全性の確保や機能の維持を図るとともに、ライフサ

イクルコストの縮減を図ります。

③施設の複合化や効率的な運営の推進

施設の複合化によって施設総量を縮減するとともに、施設の持つ機能を維持、さら

には向上させられるよう、また、民間活力の導入も含め管理運営についても効率化を

図ります。

（２）インフラ資産に関する原則

①長寿命化の推進によるライフサイクルコストの縮減

計画的、効率的にインフラ資産を修繕・更新するとともに、予防保全による長寿命

化を図ることでライフサイクルコストを縮減します。

②新たなニーズへの対応

中長期的な視点でコスト縮減を図り、効率的かつ効果的な整備・修繕・更新を推進

します。

③継続的・定期的なマネジメントの実施

インフラ資産の種類ごとに策定した個別施設計画に基づき、継続的かつ定期的なマ

ネジメントを実施します。

４ 管理に関する基本的な考え方

【数値目標】
公共施設面積 ５ ， ６ ５ ７㎡ （ ２ ． ４ ７％ ） の削減 ( ２ ０ ３ １ 年 度 ( 令和 １
３ 年度 ) 末 )
更新経費 ７億６ ， １ ３ ６万円の削減 （ ２ ０ ３ １ 年 度 （ 令和 １ ３ 年度 ） 末 ）
※ 公 共 施 設 の 削 減 面 積 は 、 ２ ０ ２ ２ 年 （ 令 和 ４ 年 ） ３ 月 に 改 訂 し た 「 大 野 市

公 共 施 設 再 編 計 画 編 」 を 着 実 に 実 行 し た 場 合 の 数 値

※ 公 共 施 設 面 積 の 削 減 率 は 、 ２ ０ ２ ２ 年 （ 令 和 ４ 年 ） ３ 月 末 時 点 で 市 が 保 有

す る 公 共 施 設 の 延 床 面 積 に 対 す る 削 減 率

※ 更 新 経 費 の 削 減 金 額 は 、 「 大 野 市 公 共 施 設 再 編 計 画 編 」 を 着 実 に 実 行 し た

場 合 に 削 減 さ れ る 更 新 等 経 費 を 、 公 共 施 設 等 更 新 費 用 試 算 ソ フ ト （ 総 務 省 公

表 ） の 設 定 単 価 を を 用 い て 試 算
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（３）土地に関する原則

①未活用土地の処分

未活用の状態となっているものについては、今後の必要性を十分に検証し、活用の

可能性が低い土地については速やかに売却するなどの処分を推進します。

②借地の適正化

市が借り上げている土地については、借地料の適正化を図るとともに、不要な借地

については土地所有者に対する返還を推進します。

③新規用地取得の適正化

市が新規に事業用地を取得する際には、土地開発公社による用地の先行取得を含め、

取得する土地の規模を十分に精査するとともに、既存所有地の活用についても検討を

行います。
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（１）維持管理の適正化と安全性の確保

定期的な施設点検を実施し、公共施設等の劣化の状況や不具合を把握した上で、維持

管理の適正化と安全性の確保に取り組みます。

（２）保全の考え方の転換

予防保全と事後保全を組み合わせることにより、公共施設等における適切、かつ、計

画的な保全活動に取り組みます。

（３）公共施設等の長寿命化

公共施設については、施設の老朽度や長寿命化による効果、ライフサイクルコストを

十分に検証した上で必要に応じ長寿命化を図ります。

インフラ資産については、安全性や機能性を確保した上で長寿命化を図ります。

（４）公共施設等の耐震化

平成２０年６月に策定（令和４年３月改訂）した「大野市建築物耐震改修促進計画」

に基づき耐震化率の向上を図ります。

（５）公共施設の適正配置

平成２５年１０月に策定（令和４年３月改訂）した「大野市公共施設等総合管理計画

～大野市公共施設再編計画編～」に基づき、公共施設の適正配置を推進します。

（６）管理運営手法の整理

公共施設の必要性や公共関与の度合、民間によるサービスの提供等について検証を行

い、管理運営手法の見直しを図ります。

（７）維持管理財源の確保方策

公共施設等の使用料の見直しや、修繕・維持補修に充てるための基金の設置について

検討を行います。

５ 管理に関する実施方針
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基本方針と管理に関する基本的な考え方を踏まえ、公共施設とインフラ資産及び土地の

施設類型ごとに取組方針を定めます。

（１）公共施設

取組方針１ 施設情報の把握

施設に関する利用状況や点検・修繕などの多様な情報を集約・管理し、コストを含

めた公共施設の現状を的確に把握します。

取組方針２ 施設総量の見直し

「大野市公共施設等総合管理計画～大野市公共施設再編計画編～」に基づき、公共

施設のあり方を見直し、施設の複合化や集約化にも取り組むことで更なる施設総量

の縮減につなげます。

取組方針３ 脱炭素化の推進

再生可能エネルギーの活用や省エネルギー改修の実施に努め、脱炭素化の取り組み

を推進します。

取組方針４ 長寿命化の推進

使用頻度や管理水準、立地条件により老朽度が異なることから、施設ごとの老朽度

を的確に把握し、将来の施設需要や長寿命化による効果を十分に検証した上で、必

要に応じ長寿命化を推進します。

取組方針５ 耐震化の促進

これまで取り組んできた「大野市建築物耐震改修促進計画」に基づき、施設の耐震

化を促進します。なお、耐震化に当たっては、施設の将来の使用形態や活用方法な

どを十分に見極めた上で実施します。

取組方針６ コストの縮減と平準化

施設の維持管理について「予防保全」と「事後保全」を適切に、かつ、バランスよ

く組み合わせることで、施設のライフサイクルコストを縮減します。また、市全体

の修繕計画を作成することで、コストの平準化にも取り組みます。

取組方針７ 維持管理財源の確保

施設使用料について、トータルコストを考慮した上で受益と負担のバランスが保た

れているかを検証し、見直しを図ります。また、将来の修繕・維持補修に備えた基

金の設置について検討を行います。

６ 施設類型ごとの管理に関する取組方針
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取組方針８ 自然災害と感染症の対策

近年、豪雨などの頻発する自然災害に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

など、予測不能な事態が発生していることから、情報技術などを活用し、予測不能

な事態に備えた対策に取り組みます。

取組方針９ ユニバーサルデザイン化の推進

施設等の修繕や更新等を行う際には、誰もが安全に、安心して、快適に利用できる

よう、ユニバーサルデザイン化を図ります。

（２）インフラ資産

取組方針１ 施設情報の把握

資産に関する現状や点検・修繕などの多様な情報を集約・管理し、コストを含めた

インフラ資産の現状を的確に把握します。

取組方針２ メンテナンスサイクルの確立による長寿命化

資産の安全性を確保し、適切に保全するため、インフラ資産の種類ごとに定期的な

点検の実施や修繕に係る計画を策定し、メンテナンスサイクルを確立することで長

寿命化を図ります。

取組方針３ 脱炭素化の推進

再生可能エネルギーの活用や省エネルギー改修の実施に努め、脱炭素化の取り組み

を推進します。

取組方針４ 予防保全の導入によるライフサイクルコストの縮減

資産の修繕に当たっては、維持管理の内容や規模、資産に与える影響度を判断し、

「予防保全」と「事後保全」を適正に組み合わせるなど、計画的に維持管理を実施

することでライフサイクルコストを縮減します。

取組方針５ 安全性の確保と新たなニーズへの対応

生活の基盤となるインフラ資産については、まず、安全性を確保することが最重要

課題であることから、計画の策定に当たっては、資産の老朽度を的確に把握した上

で市民の安全の確保を最優先としたものとします。

また、修繕や更新に合わせユニバーサルデザインの導入や自然環境に配慮するなど、

新たに求められるニーズにも対応できるようにします。
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取組方針６ 地下水の保全

資産としての地下水の保全に取り組むことはもちろんのこと、インフラ資産の修繕

や更新に当たっては、「大野市水循環基本計画」に基づき、地下水量の保全に配慮

した工法や構造を検討します。

また、地下水使用に対する監視や指導体制を継続するため、観測井の適正な維持管

理に努めます。

（３）土地

取組方針１ 未活用土地の処分

未活用の土地については、今後の必要性を十分に検証し、活用の可能性がない土地

については速やかに売却するなどの処分を進めます。

取組方針２ 借地の適正化

市が借り上げている土地については、３年に一度借地料の見直しを行い、不要な借

地については、土地所有者に速やかに返還するなど、適正化に努めます。

取組方針３ 新規用地取得の適正化

新規事業用地の取得に当たっては、必ず、既存市有地の活用について検証するもの

とし、取得する場合は土地の規模を十分に精査するものとします。

取組方針４ 土地開発基金（土地）の運用の見直し

土地開発基金（土地）については、土地取得時の目的が現在もなお存在しているか

を検証し、目的が薄れてきている場合は、他事業への有効活用や譲渡について検討

します。

取組方針５ 土地開発公社保有地の適正化

土地開発公社の経営健全化を図るため、保有する土地の分譲や市の計画的な買戻し

による適正化を進めます。
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（１）取組体制

① 全庁的な取組体制

公共施設等総合管理計画は、公共施設だけでなくインフラ資産を含めた市が保有する全

ての資産を対象に、適正配置や適切な維持管理を実施し、財政負担の軽減と平準化を図る

ことを目的にしていることから、各部局が適切な情報を共有し、全庁的に取り組んでいき

ます。

② 各所管課における取組体制

公共施設やインフラ資産ごとに策定した個別施設計画に基づき、各所管課で維持管理に

取り組みます。

（２）情報管理

① 情報の集約・管理

適切な情報管理に基づき、効率的で効果的な取組みを計画的に推進していくため、公共

施設等に関する情報や点検・修繕等に関する情報を集約・管理します。

７ 全庁的な取組体制と情報管理






